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１． 事業概要 

 

天ヶ瀬ダム再開発事業は、宇治川・淀川の洪水調節、琵琶湖周辺の洪水防御、

京都府の水道用水の確保及び発電能力の増強を目的に平成元年度より事業を進

めています。 

 

１．１ 治水計画 

天ヶ瀬ダム地点における計画高水流量2,080m3/sのうち、毎秒940m3/の洪水

調節を行う。なお、琵琶湖の水位低下のため最大毎秒1,500m3の放流能力を確

保する。 

 

１．２ 利水計画 

京都府の水道用水を確保するために、天ヶ瀬ダムからの取水量を毎秒0.3m3

から毎秒0.9m3に増大する。 

また、発電能力の増強を図り、喜撰山発電所において最大出力466,000kWの

発電、天ヶ瀬発電所において最大出力92,000kWの発電を行う。 

 

１．３ 施設の概要 

既設天ヶ瀬ダムの放流能力について、制限水位（E.L.+72.0m）における放流

能力最大毎秒900m3から、発電最低水位（E.L.+67.1m）において最大毎秒1,500m3

に増強するため、既設天ヶ瀬ダムの左岸部に新たにトンネル式放流施設（放流

能力最大毎秒600m3）を設ける。 

 

 

 
写真－1 トンネル式放流施設概要図（施設配置図） 
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図－1 トンネル式放流施設概要図（施設縦断図） 
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２． 治水 

２．１ 淀川水系の洪水防御と瀬田川洗堰 

 

淀川水系では、木津川、桂川、宇治川等が先に増水することにより、淀川本

川の水位ピークを迎え、その後ある時間差をもって琵琶湖が水位ピークを迎え

ます。 

このような洪水特性から、下流が危険な時は下流の洪水防御のため、瀬田川

洗堰は放流制限または全閉操作を行います。 

その際に瀬田川洗堰の放流制限または全閉操作によって上昇した琵琶湖水

位を低下させるため、速やかに後期放流を行う必要があります。 

この考え方は明治時代における淀川改良工事以来踏襲されてきた基本的な

考え方でした。瀬田川洗堰が明治38年に完成して以来、長い間操作規則が制定

されないまま、洗堰は過去幾度となく全閉されましたが、琵琶湖総合開発事業

の実施に伴い関係府県の合意が成立し、平成4年に瀬田川洗堰操作規則が制定

されました。 

現在、下流において被害のおそれが生じる場合には瀬田川洗堰の全閉操作を

行うこととなっています。整備計画期間内において、流域全体の治水安全度の

向上を図る観点から、下流に影響を及ぼさない範囲で、原則として瀬田川洗堰

の全閉操作は行わないこととし、洪水時においても洗堰設置前と同程度の流量

を流下させることを検討することとしています。 

 

 

 

出水名 全閉理由 琵琶湖最高水位 全閉継続時間 

T6台風 大塚切れ １．４３ｍ ３０日間 

S28台風13号 向島決壊 １．１９ｍ ８日間 

S36台風6号 枚方洪水 １．３０ｍ １１時間 

S40台風24号 枚方洪水 １．１６ｍ １５時間 

S47台風6号 天ヶ瀬ダム １．２６ｍ ４時間 

注１）水位は彦根水位、ただしT６台風時は鳥居川水位 

注２）T６台風、S28台風13号は、旧洗堰のため桁数本から数十本空いているときも「全閉」とした。 

表－1  過去の洗堰全閉の実績 



２．２ 琵琶湖洪水の特徴 

琵琶湖は、流入河川が約１２０であるのに対し、流出河川は瀬田川のみで、

しかも流出量が十分ではありません。このため、昔から琵琶湖沿岸では浸水が

多発しました。既往最大である明治２９年洪水には、琵琶湖の水位は鳥居川水

位でB.S.L.＋3.76mに達しました。 

 

２．３ 洪水時の瀬田川洗堰操作 

 

○瀬田川洗堰の操作を巡る上下流からの要請 

琵琶湖の水位が上昇すると、琵琶湖沿岸住民からは、琵琶湖からの唯一の

流出河川である瀬田川から出来るだけ多くの量を流し、琵琶湖の水位上昇を

抑制することを要請されます。反面、我が国の産業、経済の中心であった下

流の淀川沿川の低地では、これまでにも幾度と無く淀川が破堤し、その度に

大きな被害を受けてきました。そのため、下流の淀川沿川の住民からは、下

流が洪水で危険なときは琵琶湖に可能な限り貯留させて、下流への流出を抑

制させることを要請されます。 

渇水になり琵琶湖の水位が低下すると、琵琶湖からの取水や船舶の航行に

支障を与えることになります。また漁業などにも影響が出ます。そのため、

琵琶湖沿岸の住民からは、渇水時は琵琶湖からの流出量を減らし琵琶湖水位

を保持させることを要請されます。一方、我が国有数の人口集中地域であり、

また産業・経済発展地域でもある下流京阪神では、増大した水需要を常に満

足させるように、渇水で琵琶湖の水位が低下しても、琵琶湖からの豊富で安

定した水供給を要請されます。 

 

○操作規則制定に向けての調整 

昭和 47 年から 25 年間かけて行われた琵琶湖総合開発事業が実施されまし

たが、これは、わが国で初めて水資源開発と水源地域開発を一体的に進めた

事業であり、水資源開発公団（現独立行政法人水資源機構）が実施する「琵

琶湖開発事業」と国、県、市町村が実施する「地域開発事業」で構成され、

種々の施策を実施したうえで「40m３/s」の水資源開発を行うものでした。 

この際滋賀県は、水位が低下しても関係住民の生活に支障をきたさないよ

う十分な対策を講じたうえで事業を開始するとともに、滋賀県知事の意見を

十分尊重して瀬田川洗堰操作規則の制定を行うことを絶対条件としました。 
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洗堰の操作規則制定にあたっては、過去の長い対立の歴史を踏まえ、近畿

地方建設局長（現近畿地方整備局長）は、次のような『琵琶湖洗堰操作に関

する基本的考え』を滋賀県に示し、操作規則制定に向けて理解を求めました。 

 

その後、建設大臣（現国土交通大臣）が洗堰操作規則制定に際し、各府県

知事に意見聴取を行ったうえで、上下流府県の合意に基づく現在の洗堰操作

規則が平成４年に制定されました。 

 

琵琶湖は一旦洪水ともなれば湖水位が上昇し、湖辺住民の生命・財産

に甚大な被害をもたらしてきた。淀川水系が大洪水の時には、琵琶湖水位

がピークに達する以前に洗堰が一時的に全閉又は制限放流されねばなら

ぬことを厳粛に受けとめ、この制約下で洗堰からの流出量が最大となるよ

うにあらゆる可能性を駆使し、琵琶湖の水位上昇をおさえる方針である。 













４．放流能力増強方策 

 

４．１ 天ヶ瀬ダムの放流能力増強 

 

天ヶ瀬ダムの現況施設能力は、制限水位（E.L.+72.0m）で約900m3/sであり、

常時満水位（E.L.+78.5m）で非常用洪水吐を使う場合は1,630m3/sとなります。

制限水位以上では、非常用洪水吐を使わないと後期放流に必要な1,500m3/sが

放流できません。 

非常用洪水吐を用いて琵琶湖水位低下のための後期放流を行っている状態

の時に洪水が襲来した場合には、予備放流が十分に出来ず、所定の洪水調節が

不可能となり、下流で浸水被害が発生する恐れがあります。 

したがって、通常の天ヶ瀬ダムの貯水池運用範囲内において、天ヶ瀬ダムか

ら1,500m3/sを流すことができるように放流能力を増強する必要があり、洪水

時に最低水位（E.L.+58.0m）で1,140m3/s、琵琶湖後期放流時において、発電

最低水位（E.L.+67.1m）で1,500m3/sが必要となります。 

 

４．２．放流能力増強の検討 

最新の技術や新たな知見に基づきコスト縮減を図るため、既存施設の有効活

用、ダム堤体に新たに放流ゲートを設置する方法等を検討した結果、トンネル

式放流施設により放流能力を増強することとしました。 

これまでの検討は、既存施設を有効活用した方策については、天ヶ瀬ダム地

点及び周辺地域を含め以下の６施設を抽出し、平成15年度から学識者による技

術検討会を開催し検討しました。 

 

①天ヶ瀬ダム本体 

②天ヶ瀬ダム堤外仮排水路トンネル 

③天ヶ瀬発電所導水路 

④旧志津川発電所導水路 

⑤宇治発電所導水路 

⑥琵琶湖疏水（第 1，第 2） 

 

平成17年度からは、次の２案に案を絞り検討を行った結果、放流能力増大方

策としてトンネル式放流施設を設けることとしました。 

 

１）天ヶ瀬発電所導水路＋トンネル式放流施設（縮小） 

 

２）天ヶ瀬ダム発電所導水路＋ダム本体（改造） 
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図－8 検討対象施設の位置図 
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表－2 検討対象施設の諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名称 形状など 運用の現状

①天ヶ瀬ダム本体

天ヶ瀬ダム本体中央コンジット
：B3.42m×H4.56m×3門

中心高：OP+45.00m

・常用洪水吐として運用中

②ダム建設時
仮排水路

天ヶ瀬ダム河床部トンネル
：6mの馬蹄形

A=28m2,L=251m
i=約1/250

呑口高：OP+19.00m
吐口高：OP+18.00m

・天ヶ瀬ダム建設時に閉塞され、現
在は運用していない
・閉塞は、呑口、吐口及び呑口下流
114ｍ付近より、30m間をコンクリー
ト充填
・呑口は、天ヶ瀬発電所取水口のほ
ぼ真下
・吐口は減勢池外

③天ヶ瀬発電所
導水路

天ヶ瀬ダム左岸水圧鉄管
：φ5.2m×2条

A=21m2×2条
L1=257m,L2=276m
i=約1/500

取水口高：OP+55.00m
吐口高  ：OP+16.00m

・ 関西電力発電所の導水路として運
用中

④旧志津川発電所
導水路

天ヶ瀬ダム右岸トンネル部
：6.06mの馬蹄形

A=29m
2,L=1,830m

i=約1/ 1,300
呑口高 ：OP+59.27m
吐口高 ：OP+57.89m
水圧鉄管部：撤去済

・天ヶ瀬ダム建設時に廃止され、現
在は運用していない
・ただし，導水路は現在、京大防災
研究所の地震観測所として使用
・閉塞は、呑口下流45m付近より、
10m間をコンクリート充填
・呑口の志津川堰堤（大峰ダム）は
天ヶ瀬ダムの堆砂位 OP+57.00まで
部分撤去
・吐口側の発電所は機器のみ撤去し
建物は現存

⑤宇治発電所導水路

洗堰上流右岸トンネル部
：6.06mの馬蹄形

L=約10km
i=約1/2,000

開渠部 ：W=5～8m,H=6m
L=約970m,i=約1/2,000

水圧鉄管部：φ2.438m×5条

・ 関西電力発電所の導水路として運
用中

⑥琵琶湖疏水
（第１、第２）

琵琶湖第１疏水トンネル部
          ：B=4.54ｍの馬蹄形
            i=1/3,000
琵琶湖第２疏水トンネル部
          ：B=3.64ｍの幌形
            i=1/3,000

・京都市への上水供給等に運用中



１）天ヶ瀬発電所導水路の活用案 

 

既設の天ヶ瀬発電所導水路を利用して琵琶湖後期放流時の放流量の一部に

対応する案です。天ヶ瀬発電所導水路の放流能力は約 186m3/s です。 

放流能力増大方法として既設導水路を活用する場合、貯水位が発電最低水

位（E.L.+67.1m）以下になると取水口までの水深（水頭差）が浅いためキャ

ビテーションが発生し、発電用設備に障害が生じます。発電系統の故障など

停電時には、発電用設備の安全性を守るため取水を停止して対応しておりま

す。したがって、洪水時に常に放流するためには、発電設備を迂回するため

の導水路バイパスの建設が必要となります。したがって、天ヶ瀬発電所導水

路の施設改造を行わずに対応することは困難です。 

 

２）天ヶ瀬ダム本体の改造案 

 

天ヶ瀬ダムの放流能力増大の方策として、コスト縮減の観点から既設の放

流ゲートの両側に新たな放流ゲートを設置する方策を検討しました。 

これまで既存のアーチダム本体に新たな開口を設けた事例がないため、ダ

ム本体の安全性、ダムを運用しながら施工ができるかという実現性について

検討を実施しました。 

検討の結果、洪水期の施工は難しく非洪水期に施工する事となります。冬

季において、ダム本体を削孔した時に偶角部に温度応力が集中し、ダム本体

のコンクリート強度の制御目標を超過することが判明しました。 

このため、天ヶ瀬ダムの構造上の特徴（比較的スレンダーなアーチ式ダム

であること）や貯水池運用の特徴（揚水式発電により常時負荷が変動してい

ること）を踏まえた追加の構造計算等が必要となりましたが、他に実施事例

がないため、その検討に要する時間の長期化が想定されたため更なる検討は

妥当でないと判断しました。 

削孔に伴う引張応力集中を軽減する対策としては、施工時の天ヶ瀬ダム貯

水位の低下、ダム本体への保温材の使用、ヒーターや温水によるダム本体へ

の加温などが考えられますが、これらの対策のそれぞれの効果や組み合わせ

た場合の効果などを検討するためには、水位低下による構造計算や温度応力

などの複雑な応力計算等を行わなければなりませんが、最短でもこれまでと

同程度の検討期間（２～３年間）が必要と見込まれ、取り得る対策の技術的

可能性、費用面が現段階でも未確定であるため、これ以上の検討は断念する

こととしました。 
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図－11 天ヶ瀬ダム年総放流量経年グラフ（1966～2002） 

○水理水質環境 

揚水発電によるダム貯水池内の日水位変動幅が拡がり、ダム貯水池水質に

変化をもたらす可能性があるため、天ヶ瀬ダム貯水池に係る水文環境として

水量、水質、水位、水温の基礎データを収集しました。 

 

◇水量 

天ヶ瀬ダム貯水池内の水は、天ヶ瀬

（2,628 万

これを時間でいうと、琵琶湖の水が瀬田川を

３日程度滞留して宇治川へ流下していることになります

これについて

水質に大きな影響を与えることはないと考えられます。 

 

 

 

 

貯水池の水の年間交換率＝年間総流入量／貯水池総容量＝約 100 

（１年間に約 100 回水が入れ替わる） 

天ヶ瀬ダム貯水池は静水部が少なく、回転率が高いことが特徴です。 

ダムの総流入量と貯水池総容量

m3）から勘案すると、年間約１００回入れ替わります。 

経由してダム湖に流入し約

。 

は、再開発で変わるものではないため、再開発により貯水池内
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○貯水池内環境 

ダム貯水池内の湖辺環境について、貯水池の水位変動に伴う生物の生息・

生育環境等への影響について検討した結果、貯水池上流を中心に一時的に湛

水域の減少が生じます。しかし、水位の日変動が頻繁であり湿潤な環境はあ

る程度保たれること、また、流入河川の湿地環境を干出させるような変動は

生じないという結果が得られました。 

 

 

６．堆砂対策 

 

天ヶ瀬ダムの堆砂状況は、ダム堆砂が直接的な貯水池機能障害を引き起こす状

況ではなく、今後とも継続的に監視を続けるとともに、ダム機能の維持及び下

流環境改善のための検討を行うこととしています。 

天ヶ瀬ダム再開発による土砂移動の連続性を確保する方策として、放流能力増

強と併せ、排砂施設として旧志津川導水路を活用する案を検討しました。 

天ヶ瀬ダム再開発の技術検討委員会において、排砂施設が頻繁に維持管理のた

めの保守点検が必要な事例が有ることを踏まえ、洪水時に排砂する施設とする

ことは好ましくないとの見解を得たこと、放流能力増強策としても妥当ではな

いため、採用を見送りました。 

天ヶ瀬ダムにおける土砂移動の連続性確保のための排砂方策を検討する上で、

宇治川だけでなく淀川下流の土砂管理に与える影響を検討する必要があります。 

このため、天ヶ瀬ダムにおける土砂移動の連続性確保するための施設について

は天ヶ瀬ダム再開発計画に係わらず、別途、淀川流域全体の土砂管理の検討状

況を踏まえ検討することとしました。 
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（１）洪水調節 

天ヶ瀬ダム地点の計画高水量毎秒1,360m3を毎秒840m3に調節して宇治川の

氾濫を防ぎます。さらに、下流淀川のピーク時には毎秒160m3に調節して下流

域の洪水を防ぎます。 

 

（２）水道 

宇治市、城陽市、八幡市、久御山町の３市１町に供給する上水道用水とし

て最大毎秒0.3m3をダム湖より取水しています。 

また、毎秒0.6m3の水量について天ヶ瀬ダム再開発事業を前提とした暫定取

水を行っています。 

 

（３）発電 

天ヶ瀬ダム下流の天ヶ瀬発電所は最大使用水量毎秒186.14m3で最大発電力

92,000kWの発電を行い、また上流にある喜撰山発電所は天ヶ瀬ダム貯水池を

下部調整池として最大使用水量毎秒248m3で最大466,000kWの発電を行ってい

ます。 
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【補足資料】 
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琵琶湖の戦後最高水位を記録した昭和 36 年 6 月洪水が発生した場合におい

て、現況の河道状況における想定浸水被害、天ヶ瀬ダムの放流能力増強と宇治

川・瀬田川の整備後における想定浸水被害を算定すると表－補 1のとおりとな

ります。 

 

表－補 1 昭和 36 年 6 月洪水が発生した場合の想定浸水被害 

 
※1 水稲冠水面積。ただし琵琶湖の水位上昇以外の被害も含まれます。 

※2 第63回委員会審議資料2-2において、浸水農地面積を約1800haと記載しましたが、

正しくは約 1900ha です。 

※3 被害実績については、琵琶湖水位以外は、「滋賀県災害誌」（滋賀県）より 

※4 最高水位 鳥居川観測所 7月 1日 14 時 B.S.L＋1.10m 

 
【参考】 これまでの計算結果の相違点  

 

これまでの想定浸水被害は、図－補 1の丸数字を付けた以下の条件につい

て変更していることにより、計算結果が異なります。 

 

① 琵琶湖水位と貯留量の関係      

② 琵琶湖水位と瀬田川流出量の関係 

③ 琵琶湖開発事業で設置された内水排水機場  

④ 干拓事業で設置された内水排水機場 

⑤ 地盤高 

⑥ 家屋の分布状況              

 

 

 現在の河道状況に

おける想定被害 
参考 被害実績 整備完了後における

想定被害 
琵琶湖最高水位 B.S.L.+0.90m B.S.L.+0.71m B.S.L.+1.10m 

浸水面積（全体） 約 1900ha※2 約 3000ha     4688.8ha    

浸水面積（田） 11025 町※1 約 1800ha     約 940ha   

（=約 110100ha） 

浸水面積（畑） 約 50ha     約 30ha     記載なし    

床上浸水戸数 0 戸     0 戸     223 戸      

床下浸水戸数 15 戸     0 戸     2445 戸    
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図－補 2 琵琶湖水位と貯留量概念図 

（１）琵琶湖水位の計算条件の変更（①、②について） 

 

整備計画原案の作成において、琵琶湖の湖岸形状や瀬田川改修の進捗状

況を反映するため、琵琶湖水位を計算する際に用いる以下の条件を変更し

ました。 

  

表－補 2 琵琶湖水位計算条件の新旧比較 

 これまで 今回 備 考 

琵琶湖水位と 
琵琶湖貯留量の関係 

円筒形近似 
湖面積（673km2）

すり鉢形近似 
湖面積（674.6km2）
 

湖岸形状について
最新の航空測量
結果を反映 

琵琶湖水位と瀬田川流
出量の関係 平成 10 年測量断面 平成 16 年測量断面

洗堰下流河道の河
床掘削を反映 

 

 

673km2 674.6km2 

  

 

 

 
 

 
 

琵琶湖水位

B.S.L.－0.2m 

（円筒型近似） （すり鉢型近似） 
 



（２）想定浸水被害の計算条件の変更（③、④、⑤、⑥について） 

 

内水排水場の運転条件、地盤高と家屋分布を変更しました。 

 

表－補 3 計算条件 

流域委員会 
第20回委員会 

対話討論会 
（第3回天ヶ瀬

ダムワーク(1)）

流域委員会 
第 3 回 3 ダムサ

ブワーキング 

流域委員会 
第63回委員会 

  委員会等 
 

2003 年 
4 月 20 日 

2004 年 
2 月 8 日 

2004 年 
11 月 18 日 

2007 年 
9 月 26 日 

③琵琶湖開発事

業で設置された

内水排水機場 
（１４箇所） 

ポンプによる排

水計算実施 

ポ ン プ に よ る

排水計算実施

ポンプによる排

水計算実施 

ポンプによる排

水計算実施 

④干拓事業で設

置された内水排

水機場 
（８箇所） 

ポン プの 計 算

をせず琵琶湖

水位と同じ高さ

まで水位上昇 

対 象 と し て 見

込まず 

対象として見込

まず 

ポンプによる排

水計算実施 

⑤地盤高  
 

都市計画図の

値を使用 

航空測量デー

タを使用 

航空測量デー

タを使用 

航空測量デー

タを使用 

⑥家屋分布 国土地理院作

成の数値情報

を使用 

家屋の嵩上げ

高を考慮し数

値情報を補正

琵琶湖計画高

水位 B.S.L.+1.4m

以下の家屋の

地盤高を個別

調査 

琵琶湖計画高

水位 B.S.L.+1.4m

以下の家屋の

地 盤 高 を 個 別

調査 

 
 

表－補 4 想定浸水被害の計算結果（昭和 36 年 6 月洪水） 

  

  委員会等 
 
 

流域委員会 
第20回委員会 

対話討論会 
（第 3 回天ヶ瀬

ダムワーク(1)） 

流域委員会 
第3回3ダムサブ

ワーキング 

流域委員会 
第63回委員会 

琵琶湖水位 B.S.L.+0.98m B.S.L.+0.98m B.S.L.+0.98m B.S.L.+0.90m 
浸水戸数 11 戸 7 戸 18 戸 15 戸

浸水面積（全体） 3533ha 3533ha 2675ha 2986ha
浸水農地（田・畑） 2315ha 約 2300ha

(2315ha)
約 1600ha 

(1587ha) 
約 1900ha

（1880ha）
浸水農地（田） 2234ha 2234ha 1550ha 1829ha
浸水農地（畑） 81ha 81ha 50ha 51ha
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写真－補 2 旧志津川導水路内の状況 

【放流能力増強策】 

旧志津川発電所導水路を活用する方法として、以下の２案について検討し

ました。 

 

・「旧志津川発電所導水路 導水路拡幅」案 

導水路延長が長い（1830m）ため、断面拡幅を行った場合、施工費が多大

となることから採用できません。 

 

・「旧志津川発電所導水路 導水路改良」案 

旧志津川発電所導水路は、昭和３９年に完成した天ヶ瀬ダムの建設によ

って廃止されていますが、呑口部で閉塞されており、導水路延長のほとん

どが現存しています。 

しかし、現在まで放置され、内部はかなり劣化しています。 

このため、この施設を利用するためにはコンクリート等で内面を補強し

たり、導水路出口から宇治川までの施設改造が必要です。 

 

 

 

旧志津川発電所導水路を利用するためには、導水路トンネル部内面を補強し、

さらにトンネル出口から宇治川までの施設改造を実施する必要がありますが、

利用案としては導水路トンネルを流れる流水の形態によって２つに分かれます。 

１つ目は図－補 11 の通り、取水口で分水し自然の流下（開水路流）によって

流れる方法です。この場合、流下能力は計算上、82.9m3/s になり、その事業費

は約 120 億円になります。 

２つ目は図－補 12 の通り、天ヶ瀬ダムの水位とトンネル出口にある水槽の水

位差によって水を流す（管路流）方法があります。この場合、流下能力は天ヶ

瀬ダムの貯水位によって決まり、計算上常時満水位 78.5m で 179.2m3/s、洪水期

制限水位 72.0m で、142.0m3/s、発電最低水位 67.1m3/s で、106.5m3/s になり、

事業費は約 200 億円です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 










